資料２

2009年度　さいたま市コーディネーター連絡会議活動報告
１．2009年度活動方針
１）障害のある人たちや家族のニーズを真ん中に据えた相談支援を行うため，支援者の質の向上を図る．
２）各区支援課，地域自立支援協議会，障害者施策推進協議会などとの連携をはかり，相談支援の中で明らかになる課題を共有し，解決のため施策への反映を図る．

３）市内のどの相談支援機関に行っても必要な支援につながるよう，各区での連携をより充実させていく．

２．2009年度重点課題

１）アセスメント，個別支援計画の策定，コーディネート，課題発見・提起の４つの力を軸にした実践力の向上

２）虐待・不適切な行為に関する事例，社会適応に困難を抱える事例など，地域での支援態勢の構築を進める
３）障害者総合支援計画の具体化，地域自立支援協議会，障害者施策推進協議会との連携を進め，不足している資源や施策を明らかにする．
３．具体的な取り組みと見えてきたこと
１）市民への周知〔広報委員会〕

　○広報紙の発行；年２回．市内434関係機関（2800部）に配布．

○出張相談会＋法律相談会の実施；南区（14人），緑区（15人）で実施．

【課題】

　・区レベルで公民館を利用してのミニ相談会の実施．新たな周知方法の検討
・なかなか声が上がりにくい人たちへどう情報を届けるか．
２）支援者の力量形成〔教育研修委員会〕
○職員学習会；「相談支援システムの構築と日々の相談支援とのつながりを学ぶ」

　　　　　　　　講師／宗澤忠雄准教授（埼玉大学）　参加者／29人

○公開研修会；「子どもの貧困の背景から地域支援ネットワークを考える」

講師／浅井春夫教授（立教大学）　参加者／54人
○事例検討会；年３回開催（計11事例）

・支援方針を明確にし，提案する力をつける．
・必要な社会資源の調整をするとともに，生活実態をアセスメントし，安心を保障する支援が進められているか（サービス調整会議での検討事例）
【課題】

　・生活支援センターの基本的役割の確認．支援指針の活用．
・アセスメント力の向上．連携の質を高める

３）障害のある人の実態から課題を明らかにする〔調査研究委員会〕
　①新規相談の内容（資料①参照）
　　　全区で1211件の新規相談　　※2007年度；1070件，2008年度；1084件

　　　精神障害のある人の相談が多い

　　　40代が多く，在宅で家族同居の人が多い
　　　虐待，ＤＶ，犯罪を繰り返す人が増加（ニーズや問題が複雑化，多様化してきている）
　　　関係機関から相談につながることが多い
②各区サービス調整会議での検討事例（資料②参照）
　　全区で110件の検討（４月～12月）
　　知的障害のある人の件数が多い

　　単身生活者の検討が多く，検討内容は生活技術，福祉サービスに関する内容が多い
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③検討事例から見えてきたこと

　　・資源の課題；居住支援のあり方

強度行動障害のある人のレスパイトや
ショートの受け入れが困難

　　　　見守り支援のある居住の場が少ない

　　・制度（仕組み）の課題；世帯全体が要支援状態

包括的な支援の導入が難しい

高次脳機能障害の支援態勢が少ない

・本人の課題；地域の課題に繋がる
関係構築の難しさ，対応の難しさ．障害特性による生活のしづらさ

・連携の課題；支援の連続性・継続性（ライフステージで支援が途切れないように）
　　　　虐待事例，地域移行の事例．教育機関，介護事業所等の連携

　　・家族の課題；世帯全体を支援する仕組み

家族支援のあり方，家族の介護負担，必要な支援が届いていない状況
家族機能の脆弱さ，養育環境の困難さ（貧困，高齢化など）
【課題】

　・継続支援につながらなかった人たちは，本当に問題改善できているのか．支援につながらないニーズを発見していく機能をどうつくっていくか．

　・「ニーズの掘り起こし」と「つながる支援」のための課題整理
　・データ分析の柱づくりと力量アップ
　・実態と課題から見えてきたことを資源や施策につなげていく力
４．関係機関との連携で支援をすすめている実例
１）必要な支援が行き届いていなかった人たちへの支援
【事例①】男性40代

　概要；高校入学後，不登校となり自宅中心の生活となる．家族への暴力もあり，警察介入，移送サービスなどでの入退院や離院を繰り返す．外出できない時や眠れない時は，両親（70代）が一晩付き添って過ごすことも度々あり，母はうつ病を発症（20年ほど前）．昨年冬に母が病状悪化となり入院．その後，本人も不安定となり入院．

　支援経過；退院後の生活を心配した父が支援課に相談．包括支援センターを紹介され，息子の精神疾患のことが分かった包括支援センターから生活支援センターの相談につながった．母へは退院と同時に家事援助を導入．その間にサービス調整会議（支援課，生活支援センター，保健センター，包括支援センター，医療機関，保健所）を開催．両親との同居は難しいため，単身生活に向けての支援を行うことになる．これまで家族以外の人との関係はなく，生活能力や対人関係など未知数なため，生活訓練施設の利用などを含め，退院に向けた支援を検討している．

【事例②】女性50代
概要；長期間，受診・服薬ができておらず，高齢（80代）の両親が支えている．医療を受けていない状態で本人の健康状態が悪化しており，早急な入院が求められた．精神科クリニックからの依頼で支援を開始．
支援経過；本人の強い拒否や，家族の抑制的な姿勢を受け止めつつ，必要な支援を生活支援センターと保健センター，保健所との協力の下に検討し，入院に向けた取り組みを続けた．結果として，精神科病院への医療保護入院になる．現在は本人の入院中の様子を伺いながら，今後退院に向けた支援を検討するとともに，母への支援を地域包括支援センターと連携して検討している．
２）支援環境の変化，世帯状況の変化に伴っての支援

【事例③】女性40代
概要；ヘルペス脳炎後遺症による高次脳機能障害（記憶障害）．
受傷してから20年近くたつ．その間，本人を在宅で介護していた母親が倒れ，やむなく親戚の家が介護をする必要に迫られた．親戚宅には介護の必要な高齢者もいることから，家族の心労も重なり，今後の居宅の場の検討が必要になった．
支援経過；生活支援センターは，親戚宅の地域包括支援センター担当者からの依頼で支援を開始．受診同行，精神保健福祉手帳の取得，障害程度区分認定，生活訓練施設の利用などの支援を行う．当事者が利用できる資源の選定と本人の生活能力の把握を通して，今後の生活の場を検討した．現在は，グループホームにて「暮らし体験支援事業」を利用して体験利用中．

【事例④】男性50代　

概要；無酸素脳症後遺症による記銘力障害，知能低下，見当識障害．初老期認知症，高次脳機能障害により精神保健福祉手帳１級．
老人保健施設に長期ショートステイ利用中だったが，家族の協力が得られないこと，本人の易怒性から周囲に恐怖を与える，という理由で退所を求められた．配偶者（妻）の相談を受けた別の生活支援センターからの依頼で，支援を開始した．

支援経過；受傷後８年近く経過．妻も病気のため亡くなり，子も県外で暮らすため，家族の支援は期待できない．生活訓練施設のショートステイ利用から本人の対人関係の課題や生活能力のアセスメントを行い，食事付きの居住施設に障害を理解してもらい入居した．医療面，日中活動，金銭管理も含めた成年後見制度の利用など，今後の地域での支援体制を整えるべく継続的に関わっている．
３）困難さを抱えてきた人や地域で孤立した状況にある人たちへの支援

【事例⑤】男性20代　

概要；小学校中学年から不登校．中学卒業後仕事も続かず，家族との関係が悪化する中で放火事件を起こす．事件を起こした直後，家族は行方不明．刑務所を満期出所したため保護観察所は関われないが，帰る場所もお金もない状態を見かねて，保護観察所がホームレス支援団体に相談．そこから，生活支援センターの相談につながった． 

支援経過；受け入れ先（入所施設でのショートステイ）がすぐにみつからず，生活する力や
犯罪に至る背景もわからなかったため，精神科病院へ入院．しかし，病院内で暴力や万引きなど問題を起こし，急きょ退院を迫られることになった．関係者で緊急に調整会議を行い，ホームレス支援団体の管理する共同住居に入居することとなるが，退院して２週間後に再び事件を起こしてしまう．生活習慣は一定確立されているものの，パンなどの袋を開けてすぐに食べられるものしか買わないなど，生活実態がわかってくる．常に漠然とした不安と焦燥感を抱え，生活の見通しや目標を作れない状況にあった．まず安心できる人，安心して食事をとり眠れる環境が必要で，その環境の中で生活する目標を作るエネルギーを蓄える支援が必要と判断し，保護観察所も含めたカンファレンスを開催．現在は，入所施設で生活の安定を図っている．

４）障害者生活支援センターの取り組み
　①様々な関係機関からの支援依頼
　　各区支援課，各区保健センター，こころの健康センターを始め，医療機関，包括支援センター，在宅介護支援センター，高齢者ホーム，ホームレス支援団体，更生保護施設，民生委員，自治会役員など様々な機関（人）からの相談が増加．障害分野に留まらなくなっている．
　②本人の力を見極め，必要な支援につなげていく
　　既存の資源につながりにくい人，無支援状態にある人の相談支援が増加（不登校，ひきこもりなどから精神疾患を発症する人，疾患を抱えながらも適切な支援につながっていない人，安心できる家庭環境になかった人，未治療や適切な支援環境のない中で家族が支えてきた人など）．家族も生活保護受給世帯や派遣社員で生活が安定しないなど，問題が複数に重なっている．
　③安定した地域生活の保障
　安心して暮らせる場，生活体験を積み上げる機会の保障，人と人とのつながりの中で暮らせる環境調整，「人による支え」を地域に創り出していくこと，支援の手立てを増やしていくこと．
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